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投資主の皆様へ To Our Investors

「産業地域」に根差したスポンサー9社と共に投資法人の
持続的な成長と東海道地域の更なる産業の発展に貢献することで
ポートフォリオと投資主価値の向上を目指します。

投資主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素は東海道リート投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに第5期（2023年8月1日～2024年1月31日）の運用状況につきましてご報告申し上げます。
2024年1月に2年連続の公募増資を決議し、プレミアム増資によるエクイティ資金を約44億円調達

しております。
調達したエクイティ資金を基に各務原インダストリアルセン

ター（底地）及び住居系アセット9物件を取得し、2024年2月に資
産規模は約530億円に拡大し、IPO時に目標としていた資産規模
500億円を達成することができました。

これも、ひとえに投資主の皆様のご理解とご支援の賜物であり、
心より御礼申し上げます。本投資法人は、静岡を核とする産業地域

（静岡県、愛知県及び三重県）への重点投資を基軸とし、日本の東西
中心地をつなぐ東海道地域の安定資産に投資するJ-REITです。

東海道は、古来より人や物が行き交う地域として、産業集積と人
口集積に支えられた強い経済基盤を裏付けに発展してまいりまし
た。この産業地域に根差したスポンサーの豊富な知見を活かしたサ
ポートを得ながら安定資産への投資を行っていく方針です。

投資主の皆様におかれましては、今後とも末永くご指導、ご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。

東海道リート投資法人
執行役員

江川 洋一

Financial Highlights

3,351円

保有物件数 12物件

資産規模 451億円

期末稼働率 99.6％

第5期 （2024年1月期）　決算ハイライト

第5期 （2024年1月期）
確定分配金

3,255円

第6期 （2024年7月期）
予想分配金

3,380円

第7期 （2025年1月期）
予想分配金

営業収益 1,640百万円

営業利益 949百万円

経常利益 813百万円

当期純利益 812百万円

財務ハイライト

資産規模（取得価格合計） 

 451.9億円

鑑定評価額	

	 493.7億円

含み益（率）（注）	

41.8億円（9.3％）
（注）	｢含み益」とは、鑑定評価額の合計と取得価格の合計の差額をいい、「含み益率」とは、含み益を取得価格の合計で除して得られる割合をいいます。かかる割合

による利益が実現することを保証するものではありません。
2024年1月31日時点

物件
番号 物件名

用途
エリア

取得価格 鑑定評価額
（百万円）大分類 小分類 価格（百万円）投資比率（％）

LO-1 いなべロジスティクスセンター

産業インフラ
アセット

物流アセット
三重 6,230 13.8 6,880

LO-2 松阪ロジスティクスセンター 三重 692 1.5 754
LO-3 セントレアロジスティクスセンター 愛知 10,470 23.2 11,600
OF-1 ミッドビルディング四日市 産業・ビジネス

アセット
三重 1,620 3.6 1,840

OF-2 葵タワー 静岡 2,300 5.1 2,470
IL-1 静岡マシンヤード（底地） 底地アセット（産業インフラ型）静岡 600 1.3 725

小計 21,912 48.5 24,269
RE-1 ロイヤルパークス千種

生活インフラ
アセット

住居系アセット

愛知 4,400 9.7 4,880
RE-2 丸の内エンブルコート 愛知 1,080 2.4 1,230
RE-3 エンブルエール草薙駅前 静岡 2,000 4.4 2,190
RE-4 エンブルエール草薙 静岡 750 1.7 985
RL-1 浜松プラザ（底地） 底地アセット（生活圏配送・販売型）静岡 11,950 26.4 12,500
RT-1 清水町配送・販売センター その他アセット（生活圏配送・販売型） 静岡 3,100 6.9 3,320

小計 23,280 51.5 25,105
ポートフォリオ合計 ー ー ー 45,192 100.0 49,374

ポートフォリオ

■みずほ銀行
■静岡銀行
■三井住友銀行
■三十三銀行
■りそな銀行
■スルガ銀行
■山梨中央銀行
■西日本シティ銀行
■愛知銀行
■SBI新生銀行
■三菱UFJ銀行

44億円

44億円

29億円20億円
19億円

15億円

15億円
13億円
10億円
10億円
10億円

有利子負債総額 229.0億円

平均借入金利（注1） 0.82％

LTV（有利子負債比率） 46.2％

平均残存年数（注2） 2.7年

固定変動金利比率

■固定金利
■変動金利

24.5%

75.5%

調達先の分散状況

有利子負債総額

229.0億円

（注）有利子負債については、小数点第2位以下を切り捨てて表示しています。

（注1）「平均借入金利」は、アップフロントフィーを勘案し、直近の基準金利を用いた各期末時点の数値を算出し、各有利子負債総額に応じて加重平均して算出し
ています。

（注2）「平均残存年数」は、各期末時点の有利子負債残存年数を各有利子負債総額に応じて加重平均して算出しています。
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産業インフラアセット

各務原
インダストリアル
センター（底地）

住居系アセット9物件

清水町配送・
販売センター

資産規模はIPO時対比

2021年6月
（IPO時）

2023年1月末
（第3期末）

2023年7月末
（第4期末）

2024年1月末
（第5期末）

第2回公募増資後
（2024年2月2日）

今後の目標

今後、成長戦略は
更に本格化し、長期的に
資産規模2,000億円
を目指します約1.7倍

530.0億円

451.9億円 451.9億円316.2億円

303.3億円

2年連続の公募増資で資産規模500億円を達成し、
今後は資産規模2,000億円のステージを目指す
2年連続の公募増資を実施し、各務原インダストリアルセンター（底地）及び住居系アセット
9物件を取得。資産規模は上場時の約1.7倍である約530億円に拡大しました。上場時から標
榜してきた資産規模500億円を達成したことで、今後、成長戦略は更に本格化し、長期的に
は資産規模2,000億円を目指します。

不動産における環境・社会配慮に関する取組みやその性能をテナントや投資家をはじめとする
ステークホルダーに示すことで、投資法人が取り組んでいるESG活動について認知していただ
く機会となることから、可能な限りサステナビリティ関連認証を積極的に取得する方針として
います。

松阪ロジスティクスセンター セントレアロジスティクスセンター 葵タワー

第3期取得済資産

物流アセット
産業インフラアセット

松阪ロジスティクス
センター

AM会社独自ルート

物流アセット
産業インフラアセット

セントレアロジス
ティクスセンター AM会社独自ルート

スポンサーブリッジ

AM会社独自ルート

AM会社独自ルート AM会社独自ルート

生活インフラアセット
住居系アセット

IPO時から
標榜してきた
500億円の

目標達成

CRE提案を通じて
AM会社が主体的に

スポンサーや
他のパートナーと連携し、

パイプラインを拡大

「産業地域」の知見の深化

●セントレアロジス
  ティクスセンター
●清水町配送・ 
  販売センター

●各務原インダスト
　リアルセンター（底地）
●住居系アセット9物件

●松阪ロジスティクス
  センター
●静岡マシンヤード 
  （底地）

第1期取得済資産

底地
産業インフラアセット

静岡マシンヤード
（底地）

CRE提案

産業インフラ型
スポンサー開発

「産業地域」たる東海道地域を
支えてきたスポンサー

静岡不動産株式会社

2024年1月末（第5期末）

取得価格合計 451.9億円

住居系アセット資産規模
（住居系アセット比率）

82.3億円
（18.2%）

底地アセット資産規模
（底地アセット比率）

125.5億円
（27.8%）

物流・住居・底地比率 84.5％

（注）表及びグラフの数値は、小数第2位を四捨五入して記載しています。

生活インフラアセット

55.5%

生活インフラアセット

51.5%

産業インフラアセット

44.5%

産業インフラアセット

48.5%

その他アセット
（生活圏配送・
販売型）
5.8%

その他アセット
（生活圏配送・
販売型）
6.9%

底地アセット
（生活圏配送・
販売型）
22.5%

底地アセット
（生活圏配送・
販売型）
26.4%

底地アセット
（産業インフラ型）

4.3%

底地アセット
（産業インフラ型）

1.3%

産業・
ビジネス
アセット
7.4%

産業・
ビジネス
アセット
8.7%

住居系アセット
27.1%

住居系アセット
18.2%

環境認証の取得

BELS建築物省エネルギー性能表示制度・CASBEE不動産評価認証

物流
アセット
32.8%

物流
アセット
38.5%

新規取得資産取得後

取得価格合計 530.0億円

住居系アセット資産規模
（住居系アセット比率）

143.5億円
（27.1%）

底地アセット資産規模
（底地アセット比率）

142.3億円
（26.9%）

物流・住居・底地比率 86.8％

上
場
後
取
得
済
資
産

第
1
回
公
募
増
資
後

取
得
済
資
産

第
2
回
公
募
増
資
後

取
得
済
資
産

生活インフラアセット

CRE提案

その他 生活圏配送・販売型
スポンサー開発

底地 産業インフラ型

第2回公募増資後のポートフォリオ構成の変化

持続可能社会への取組み

トピックス    Topics
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資産運用の概況

年月日 摘　要
発行済投資口の総口数(口) 出資総額(千円)

備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

2021年 ２ 月 １ 日 私募設立 2,000 2,000 200,000 200,000 (注1)

2021年 3 月 29 日 私募増資 11,940 13,940 1,194,000 1,394,000 (注2)

2021年 6 月 21 日 公募増資 162,860 176,800 15,634,560 17,028,560 (注3)

2023年 ２ 月 １ 日 公募増資 65,700 242,500 7,197,960 24,226,520 (注4)

2024年 ２ 月 １ 日 公募増資 35,900 278,400 4,197,894 28,424,415 (注5)

2. 当期の資産の運用の経過
(1)本投資法人の主な推移
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以
下「投信法」といいます。）に基づき、東海道リート・マネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といい
ます。）を設立企画人として、2021年２月１日に出資総額200百万円（2,000口）で設立され、2021年２月
24日に投信法第187条に基づく関東財務局への登録が完了しました（登録番号 関東財務局長 第152号）。
　なお、本投資法人は、2021年３月29日を払込期日とした私募による新投資口（11,940口）の発行及び
2021年６月21日を払込期日とする公募による新投資口（162,860口）の発行を実施し、2021年６月22日に
株式会社東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場しました（銘柄コード2989）。
　前期においては、2023年２月１日を払込期日として公募により新投資口（65,700口）の発行を実施しまし
た。
　これらの結果、当期末(2024年１月31日)現在における発行済投資口の総口数は、242,500口となっていま
す｡

(2)運用状況
　本投資法人は、当期末現在において、運用資産12物件（取得価格（注）合計45,192百万円）を保有していま
す。
　なお、当期末日現在における運用資産12物件の総賃貸可能面積は298,768.13㎡、総賃貸面積は297,546.03
㎡、稼働率は99.6％でした。
(注)｢取得価格｣は､保有資産に係る各本件売買契約に記載された不動産及び各信託受益権の売買代金(消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の

諸費用は含みません｡以下同じです｡)を記載しています｡

(3)資金調達の状況
(エクイティ・ファイナンス)
　該当事項はありません。

(デット・ファイナンス)
　当期においては、2023年11月に期限前弁済（500百万円）、並びに2024年１月に既存借入金の借換え
（4,000百万円）を、それぞれ行いました。
　この結果、当期末（2024年１月31日）時点における借入金残高は22,900百万円となり、総資産のうち借入
金が占める割合（以下「LTV」といいます。）は46.2％となりました｡

(4)業績の概要
　上記の運用の結果、当期の業績は、営業収益1,640百万円、営業利益949百万円、経常利益813百万円、当期
純利益812百万円となりました。分配金については、本投資法人の定める分配方針（規約第25条）に従い、投
資法人に係る課税の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）第67条の
15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されることを企図しています。当期については、投資口１
口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額である812,617,500円を分配するこ
ととし、この結果、投資口１口当たりの分配金は3,351円となりました｡

3. 増資等の状況
　最近５年間における増資等の概要は以下のとおりです｡

(注1) 本投資法人は､2021年２月１日に設立されました｡設立時における投資口(１口当たり発行価格100,000円)の引受けの申込人は､ヨシコン株式
会社(以下｢ヨシコン｣ということがあります｡)です｡

(注2) 本投資法人は､2021年３月29日に､ヨシコンに対し私募増資(１口当たり発行価格100,000円)を実施しました｡
(注3) 本投資法人は､１口当たり発行価格100,000円(発行価額96,000円)にて､公募により新投資口の発行を行いました｡
(注4) 本投資法人は､１口当たり発行価格113,880円(発行価額109,558円)にて、公募により新投資口発行を行いました。
(注5) 本投資法人は､１口当たり発行価格121,546円(発行価額116,933円)にて、公募により新投資口発行を行いました。
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資産運用の概況

期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期

営業期間 自　2021年 2 月 1 日
至　2022年 1 月31日

自　2022年 2 月 1 日
至　2022年 7 月31日

自　2022年 8 月 1 日
至　2023年 1 月31日

自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

営業収益 (百万円) 1,343 1,116 1,147 1,616 1,640

(うち不動産賃貸事業収益) (百万円) 1,343 1,116 1,143 1,616 1,640

営業費用 (百万円) 524 494 512 650 691

(うち不動産賃貸事業費用) (百万円) 382 378 386 489 519

営業利益 (百万円) 819 622 635 966 949

経常利益 (百万円) 434 561 568 811 813

当期純利益 (百万円) 432 560 567 810 812
総資産額
(対前期比)

(百万円)
(％)

34,456
－

34,200
(△0.7)

35,019
(2.4)

50,037
(42.9)

49,607
(△0.9)

純資産額
(対前期比)

(百万円)
(％)

17,461
－

17,589
(0.7)

17,596
(0.0)

25,036
(42.3)

25,039
(0.0)

出資総額 (百万円) 17,028 17,028 17,028 24,226 24,226

発行済投資口の総口数 (口) 176,800 176,800 176,800 242,500 242,500

1口当たり純資産額 (円) 98,761 99,485 99,526 103,245 103,254

分配金総額 (百万円) 432 560 567 810 812

1口当たり分配金額 (円) 2,446 3,170 3,211 3,342 3,351

(うち1口当たり利益分配金) (円) 2,446 3,170 3,211 3,342 3,351

(うち1口当たり利益超過分配金) (円) － － － － －
総資産経常利益率(注2)

（年換算値）(注4) (％) 2.5
(3.0)

1.6
(3.3)

1.6
(3.3)

1.9
(3.8)

1.6
(3.2)

自己資本利益率(注3)

（年換算値）(注4) (％) 5.0
(5.9)

3.2
(6.4)

3.2
(6.4)

3.8
(7.7)

3.2
(6.4)

自己資本比率(注5)

(対前期比) (％) 50.7
－

51.4
(0.7)

50.2
(△1.2)

50.0
(△0.2)

50.5
(0.5)

有利子負債額 (百万円) 15,950 15,600 16,350 23,400 22,900
有利子負債比率(注6)

(対前期比) (％) 46.3
－

45.6
(△0.7)

46.7
(1.1)

46.8
(0.1)

46.2
(△0.6)

配当性向(注7) (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

投資物件数 (件) 9 9 10 12 12

総賃貸可能面積(注8) (㎡) 223,253.57 223,253.57 226,139.52 298,768.13 298,768.13

期末テナント数(注9) (件) 272 274 282 292 287

期末稼働率(注10) (％) 99.6 99.6 99.7 99.2 99.6

当期減価償却費 (百万円) 157 116 122 162 172

当期資本的支出額 (百万円) 34 36 103 178 165

賃貸NOI(Net Operating Income)(注11) (百万円) 1,118 854 879 1,289 1,293

Ⅰ 資産運用報告
■資産運用の概況
1. 投資法人の運用状況等の推移

(注1) 東海道リート投資法人(以下｢本投資法人｣といいます｡)の営業期間は､毎年２月１日から７月31日まで及び８月１日から１月31日までの各６
ヶ月間ですが､第１期営業期間は本投資法人設立の日(2021年２月１日)から2022年１月31日までです｡

(注2) 経常利益／{(期首総資産額＋期末総資産額)÷2}×100
(注3) 当期純利益／{(期首純資産額＋期末純資産額)÷2}×100
(注4) 第１期は１物件(丸の内エンブルコート)の取得日である2021年３月30日より実質的な運用を開始したため､実質的な運用日数(308日間)に基

づき、第２期から第５期は資産運用期間の日数に基づき、それぞれ年換算した数値を(　)書きで記載しています｡
(注5) 期末純資産額／期末総資産額×100
(注6) 期末有利子負債／期末総資産額×100
(注7) 分配総額／当期純利益×100  配当性向については小数第２位を四捨五入して記載しています｡
(注8) 各保有資産に係る建物の(ただし､底地物件については､その土地の)本投資法人が賃貸可能と考える面積を記載しています｡なお､いなべロジス

ティクスセンターについては､太陽光発電設備の設置を目的とした本物件の屋根部分等の賃貸に係る賃貸可能面積を含みません｡
(注9) ｢期末テナント数｣は､各期末日現在の保有資産に係る賃借人の数を記載しています｡建物に係る賃貸借契約においては､住居系アセットに係る

賃貸借契約の賃借人について､同一の賃借人が複数の区画を賃借している場合には､区画ごとに１件として計算した数字を記載しています｡パ
ス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には､マスターリース会社と賃貸借契約を締結済みの転借人の数を記載しています｡し
たがって､同一の賃借人への賃貸区画を１件として計算すると､テナント数が少なくなる物件があります｡なお､マスターリース会社が転借人と
賃料固定型サブマスターリース契約による賃貸借契約を締結している場合には､その転借人の数を１件として記載しています｡また､｢期末テナ
ント数｣の合計は､各物件のテナント数を単純合算した数値を記載しています｡なお､いなべロジスティクスセンターについては､太陽光発電設
備の設置を目的とした本物件の屋根部分等の賃貸に係るテナントを含みません｡

(注10) ｢期末稼働率｣とは各期末日現在における各物件の賃貸面積の合計を賃貸可能面積の合計で除して得られた数値を百分率で記載しています｡
(注11) 当期賃貸営業利益(不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用)＋当期減価償却費
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資産運用の概況

（１）発行新投資口数 35,900口
（２）発行価格 １口当たり121,546円
（３）発行価格の総額 4,363,501,400円
（４）発行価額 １口当たり116,933円
（５）発行価額の総額 4,197,894,700円
（６）払込期日 2024年２月１日

(1)外部成長戦略
　本投資法人のスポンサーは、日本を代表する産業集積を誇る静岡を核とする産業地域を支えてきた産業系、物
流系、インフラ系、金融・不動産系の計９社から構成されています。それぞれの異なる強みを活かして、本投資
法人の成長をバックアップしていく体制となっています。
　本投資法人のスポンサーの中でも、産業系スポンサーであるヨシコンは、本投資法人のメインスポンサーとし
て、本投資法人及び本資産運用会社に対して、優先的物件情報の提供、優先的売買交渉権の付与、ウェアハウジ
ング機能の提供により、本投資法人の外部成長を最大限サポートします。また、本投資法人及び本資産運用会社
は、メインスポンサーであるヨシコン以外のスポンサー（①産業系スポンサー：木内建設株式会社、日本国土開
発株式会社、②物流系スポンサー：鈴与株式会社、清和海運株式会社、③インフラ系スポンサー：静岡ガス株式
会社、④金融・不動産系スポンサー：静岡不動産株式会社）からも第三者保有物件の売却情報の提供を受けるこ
とができます。
　本投資法人は、これらのスポンサーサポート及び本資産運用会社独自の取得ルートを活用しつつ、資産規模拡
大を目指します。

(2)内部成長戦略
　本投資法人のスポンサーの中でも、産業系スポンサーであるヨシコンは、本投資法人のメインスポンサーとし
て、本投資法人及び本資産運用会社に対して、プロパティ・マネジメント業務等の提供やリーシングサポートの
提供などを始めとする内部成長に係るサポートを提供しています。また、本投資法人及び本資産運用会社は、メ
インスポンサーであるヨシコン以外のスポンサー（①産業系スポンサー：木内建設株式会社、②インフラ系スポ
ンサー：中部電力ミライズ株式会社、静岡ガス株式会社、③金融・不動産系スポンサー：静岡不動産株式会社）
からも内部成長に係る各種サポートを受けることができます。
　本投資法人は、これらのスポンサーサポートを活用しつつ、今後も本資産運用会社としての適切な資産のマネ
ジメントを通じて収益の安定性と収益力の向上を目指し、投資主価値の最大化を目指します｡

(3)財務戦略
　本投資法人は､中長期的に安定した資産運用基盤の構築､資産運用の効率化と財務体質の健全化を図り､外部成
長を伴う新投資口発行を実施することで継続的な成長を企図します｡かかる観点から､新投資口の発行は､同時に
取得する運用資産の収益性､取得時期､LTV水準､有利子負債の返済計画等を総合的に勘案し､投資口価格及び新投
資口の発行による持分割合の低下に配慮し､金融環境､不動産市況を踏まえて決定します｡
　また､本投資法人は､金利環境に応じて､借入れの変動・固定割合を調整して借入れを行うものとします｡そし
て､借入れについては､リファイナンスリスク低減のため返済期日の分散化､借入期間の長期化・借入金利の低下
と固定化を目指します｡

6. 決算後に生じた重要な事実
(Ａ)新投資口の発行
　本投資法人は2024年１月17日及び2024年１月25日開催の投資法人役員会の決議を経て、以下の条件にて新
投資口の発行を行い、2024年２月１日に払込が完了しました。この結果、本投資法人の出資総額は28,424百
万円、発行済投資口の総口数は278,400口となりました。

公募による新投資口発行
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資産運用の概況

期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
最高(円) 116,400 126,100 124,400 128,200 129,800
最低(円) 104,400 106,500 115,500 111,500 118,500

期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期

営業期間 自　2021年 2 月 1 日
至　2022年 1 月31日

自　2022年 2 月 1 日
至　2022年 7 月31日

自　2022年 8 月 1 日
至　2023年 1 月31日

自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

当期未処分利益総額 (千円) 432,534 560,544 567,799 810,466 812,717
利益留保額 (千円) 81 88 94 31 100
金銭の分配金総額 (千円) 432,452 560,456 567,704 810,435 812,617
(1口当たり分配金) (円) 2,446 3,170 3,211 3,342 3,351
うち利益分配金総額 (千円) 432,452 560,456 567,704 810,435 812,617
(1口当たり利益分配金) (円) 2,446 3,170 3,211 3,342 3,351
うち出資払戻総額 (千円) － － － － －
(1口当たり出資払戻額) (円) － － － － －
出資払戻総額のうち一時差異等調整
引当額からの分配金総額 (千円) － － － － －
(1口当たり出資払戻額のうち1口当
たり一時差異等調整引当額分配金) (円) － － － － －
出資払戻総額のうち税法上の出資等
減少分配からの分配金総額 (千円) － － － － －
(1口当たり出資払戻額のうち税法上
の出資等減少分配からの分配金) (円) － － － － －

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格(終
値)は以下のとおりです｡

(注)本投資法人の投資証券が東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場されたのは2021年６月22日です｡

4. 分配金等の実績
　当期の分配金は､投資法人の税制の特例(租税特別措置法第67条の15)の適用により､利益分配金の最大額が損
金算入されることを企図して､投資口1口当たり分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の概ね全
額を分配することとしています｡この結果､第５期の1口当たりの分配金は3,351円となりました｡

(注)単位未満を切り捨てて記載しています｡

5. 今後の運用方針及び対処すべき課題
　本投資法人は、日本のGDPのうち60％以上（2023年現在）を生み出す、日本の東西の中心地をつなぐ大動
脈である東海道近辺の東海道地域等（東海道地域(注１)及び東海道周辺地域(注２)をいいます。以下同じです。）に
着目し、その強い経済を背景とした当該地域の不動産資産に投資する不動産投資法人です。
　本投資法人は、日本を代表する産業集積が県を跨いで拡がる地域、すなわち静岡を核とする産業地域（静岡
県、愛知県及び三重県をいいます。以下同じです。）(注３)への重点投資を基軸としながら、世界有数の経済規模
（GDP）を誇る日本の東西中心地をつなぐ東海道地域への投資を中心に、東海道周辺地域にも投資をしていく
ことで、更なる地域経済の活性化や産業の発展に貢献しつつ、投資主価値の向上を図ります。
　また、本投資法人のスポンサーは、特に東海道地域のうち静岡を核とする産業地域を支えてきた産業系、物流
系、インフラ系、金融・不動産系の各社から構成されており、本投資法人は、東海道地域等に関する、スポンサ
ー各社の不動産その他の得意分野における知見・ノウハウを活用していくことで、投資主価値の最大化を図りま
す｡
(注1) 東海道地域とは､静岡県､愛知県､三重県､東京都､神奈川県､岐阜県､滋賀県､京都府及び大阪府をいいます｡
(注2) 東海道周辺地域とは､東海道地域に隣接する千葉県､埼玉県､山梨県､長野県､兵庫県､奈良県及び和歌山県をいいます｡
(注3) 本投資法人のメインスポンサーであるヨシコンが静岡県を拠点としており､本投資法人としては投資に際しても特に静岡県に重点を置いて

いることから､静岡県､愛知県及び三重県の総称として｢静岡を核とする産業地域｣という名称を使用しています｡
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投資法人の概況

第１期
2022年 １ 月31日

第２期
2022年 ７ 月31日

第３期
2023年 １ 月31日

第４期
2023年 ７ 月31日

第５期
2024年 １ 月31日

発行可能投資口総口数 (口) 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000
発行済投資口の総口数 (口) 176,800 176,800 176,800 242,500 242,500
出資総額 (千円) 17,028,560 17,028,560 17,028,560 24,226,520 24,226,520
投資主数 (人) 9,290 9,303 9,685 12,584 13,046

氏名又は名称 所有投資口数 (口) 発行済投資口の総口数に対する
所有投資口数の割合 (％)(注2)

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 31,215 12.8
ヨシコン株式会社 21,907 9.0
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 19,631 8.0
野村信託銀行株式会社(投信口) 9,806 4.0
株式会社孫の手倶楽部 4,997 2.0
福田大志 4,657 1.9
JPモルガン証券株式会社 3,165 1.3
上田八木短資株式会社 2,724 1.1
BNY MSA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT 
ACCTS M ILM FE (常任代理人株式会社三菱UFJ銀行) 2,716 1.1

モルガンスタンレーMUFJ証券株式会社 2,688 1.1
合　計 103,506 42.6

役職名 役員等の氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間における
役職毎の報酬の総額

(千円)（注３）

執行役員 江川　洋一（注１） 東海道リート・マネジメント株式会社　取締役会長 －
監督役員 渡邉　宏毅（注２） 鳥飼総合法律事務所 1,200

監督役員 林　大樹（注２） 一般社団法人静岡県都市開発協会　監事
社会福祉法人夢殿会　監事 1,200

会計監査人 太陽有限責任監査法人（注４）（注５） － 8,580（注６）

委託区分 氏名又は名称
資産運用会社 東海道リート・マネジメント株式会社
資産保管会社 みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者(投資主名簿等管理人) みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者(機関運営､会計事務) みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者(納税事務) 税理士法人令和会計社
一般事務受託者(投資口を引き受ける者の募集に関する事務)
（注）

みずほ証券株式会社、大和証券株式会社、静銀ティーエム証券株式会社、
SMBC日興証券株式会社、岡三証券株式会社及び東海東京証券株式会社

■投資法人の概況
1. 出資の状況

2. 投資口に関する事項
　2024年１月31日現在における主要な投資主(注1)は以下のとおりです｡

(注1) ｢主要な投資主｣とは､投資主の中で発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合の大きい順に10名(社)をいいます｡
(注2) 発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は､小数第２位未満を切り捨てて記載しています｡

3. 役員等に関する事項
 当期末における役員等の氏名又は名称
 　2024年１月31日現在における本投資法人の役員等は以下のとおりです｡

（注１）執行役員は､2024年１月31日現在、本投資法人の投資口を自己の名義で５口所有しています｡
（注２）監督役員は､本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません｡また上記記載以外の他の法人の役員である場合がありますが､上

記を含めいずれも本投資法人と利害関係はありません。
（注３）執行役員及び監督役員については当期において支給した額､会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額を記載しています｡
（注４）会計監査人の解任については､投信法の定めに従い､また､不再任については､監査の品質及び監査報酬等､諸般の事情を総合的に勘案し､本投

資法人の役員会において検討します｡
（注５）本投資法人の会計監査人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締結に関する業務の停止3ヶ月（2024年１月１日から同年３

月31日まで。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規締結を除き
きます）の処分を受けました。

（注６）会計監査人の報酬には、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項以外の業務に係る報酬（1,200千円）が含まれています。

4. 資産運用会社､資産保管会社及び一般事務受託者
　2024年１月31日現在における本投資法人の資産運用会社､資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおり
です｡

（注）2024年２月１日付で新投資口の払込みが完了したことに伴い、当該一般事務受託者に対する一般事務の委託は終了しています。
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資産運用の概況

物件番号 物件名称 所在地
取得価格
(百万円)
（注１）

鑑定評価額
(百万円)
（注２）

IL-2 各務原インダストリアルセンター（底地） 岐阜県各務原市 1,688 1,800
RE-5 ソシオ安城東栄町B棟 愛知県安城市 683 778
RE-6 プレミアムキャッスル小牧中央 愛知県小牧市 500 520
RE-7 プレミアムキャッスル豊山 愛知県西春日井郡 510 553
RE-8 ソシオ刈谷今岡町 愛知県刈谷市 1,134 1,180
RE-9 プレミアムキャッスル三河安城 愛知県安城市 510 524
RE-10 プレミアムキャッスル鳴海 愛知県名古屋市 655 716
RE-11 プレミアムキャッスル有松 愛知県名古屋市 565 586
RE-12 プレミアムキャッスル鶴舞 愛知県名古屋市 1,020 1,130
RE-13 プレミアムキャッスル瑠璃光イースト・ウエスト 愛知県名古屋市 544 625

合計 7,809 8,412

区分
（注１） 借入先 借入金額

(百万円)
利率(％)
（注２） 借入日 返済期日

（注３） 返済方法 摘要

長期
借入金

株式会社みずほ銀行及び株式会社静岡銀行を
リードアレンジャーとする協調融資団（注４） 2,800 0.50 2024年

６月23日
2027年

６月23日 期
限
一
括
返
済

無
担
保
・
無
保
証

短期
借入金

株式会社みずほ銀行
及び株式会社静岡銀行 200 0.20 2024年

２月２日
2025年

１月31日
長期

借入金
株式会社みずほ銀行及び株式会社静岡銀行を
リードアレンジャーとする協調融資団（注５） 1,900 0.50 2024年

２月２日
2027年

１月31日
長期

借入金
株式会社みずほ銀行及び株式会社静岡銀行を
リードアレンジャーとする協調融資団（注６） 2,300 0.55 2024年

２月２日
2027年

６月23日

(Ｂ)資産の取得
　本投資法人は、2024年２月２日付で下記の国内現物不動産及び不動産信託受益権を取得しました。

（注１）「取得価格」は、上記資産に係る売買契約に記載された不動産信託受益権の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費
用は含みません。）を百万円未満を切り捨てて記載しています。

（注２）「鑑定評価額」は、2023年11月30日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。なお、上記10物件の
鑑定評価については、株式会社谷澤総合鑑定所、日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社立地評価研究所に委託しています。

(Ｃ)資金の借入れ及び借入金の弁済
　本投資法人は、前記「（Ｂ）資産の取得」に記載の「各務原インダストリアルセンター（底地）」他計10物
件の取得資金に充当するため、以下の資金の借入れ（総額4,400百万円）を2024年２月２日に実行し、2024
年６月23日に返済期限が到来するシリーズ1-Bの返済資金（2,800百万円）に充当するため、以下の資金の借入
れ（総額2,800百万円）の実行を2024年６月23日に予定しています。

（注１）「短期借入金」とは、借入実行日から返済期限までが１年以内の借入れをいい、「長期借入金」とは、借入実行日から返済期限までが１年
超の借入れをいいます。以下同じです。

（注２）各利払日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、直前の利払日（初回の利息計算期間については借入実行日）の２営業日前に決定
します。全銀協日本円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（https://www.jbatibor.or.jp/rate/）でご
確認いただけます。

（注３）当該日が営業日以外の日に該当する場合には、翌営業日とし、かかる営業日が翌月となる場合には、直前の営業日とします。
（注４）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三十三銀行、株式会社愛知銀行、スルガ銀行株

式会社、株式会社西日本シティ銀行、株式会社山梨中央銀行及び株式会社りそな銀行により構成されています。
（注５）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、株式会社りそな銀行、株式会社SBI新生銀行、株式会社三菱UFJ銀行及び株式会社

関西みらい銀行により構成されています。
（注６）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、スルガ銀行株式会社、株式会社りそな銀行、株式会社SBI新生銀行、株式会社三菱

UFJ銀行及び株式会社関西みらい銀行により構成されています。
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投資法人の運用資産の状況

不動産等の名称 所在地(住居表示)
(注1)

所有形態
(注2)

期末算定価額
(百万円)(注3)

帳簿価額
(百万円)(注4)

いなべロジスティクスセンター 三重県いなべ市藤原町藤ヶ丘37番地 信託受益権 6,880 6,262

松阪ロジスティクスセンター 三重県松阪市嬉野一志町字口山田
957番地177 不動産 754 721

セントレアロジスティクスセン
ター 愛知県常滑市セントレア四丁目11番地3 信託受益権 11,600 10,885

ミッドビルディング四日市 三重県四日市市安島二丁目10番16号 信託受益権 1,840 1,601
葵タワー 静岡県静岡市葵区紺屋町17番地１ 不動産 2,470 2,326
静岡マシンヤード(底地) 静岡県静岡市駿河区西脇字上新田148番１ 信託受益権 725 612
ロイヤルパークス千種 愛知県名古屋市千種区千種二丁目23番6号 信託受益権 4,880 4,535
丸の内エンブルコート 愛知県名古屋市中区丸の内三丁目15番13号 不動産 1,230 1,163
エンブルエール草薙駅前 静岡県静岡市清水区中之郷三丁目１番29号 信託受益権 2,190 2,052
エンブルエール草薙 静岡県静岡市駿河区弥生町５番16号 信託受益権 985 777

浜松プラザ(底地)
静岡県浜松市東区上西町字堂光1020番地１
(赤ちゃん本舗棟・ゼビオ棟)
静岡県浜松市東区原島町字中ノ坪550番地１
(管理棟)

信託受益権 12,500 12,219

清水町配送・販売センター 静岡県駿東郡清水町伏見字根岸191番地１ 信託受益権 3,320 3,122
合　計 49,374 46,282

(注1) ｢帳簿価額｣は､記載未満の桁数を切り捨てて記載しています｡
(注2) ｢賃貸可能面積｣及び｢賃貸面積｣は､2024年１月31日時点のデータに基づき記載しています｡なお､｢賃貸可能面積｣は各保有資産に係る建物の

(ただし､底地物件については､その土地の)本投資法人が賃貸可能と考える面積を記載しています｡なお､いなべロジスティクスセンターについ
ては､太陽光発電設備の設置を目的とした本物件の屋根部分等の賃貸に係る賃貸可能面積を含みません｡｢賃貸面積｣は賃貸することが可能な面
積のうち本投資法人の保有持分に相当する面積で､本投資法人とテナントの間で締結済みの賃貸借契約書又は当該物件の図面に表示されてい
るものを記載しています｡パス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合にはエンドテナントとの間で締結済みの賃貸借契約書又
は当該物件の図面に表示されているものを記載しています｡なお、本投資法人又は信託受託者とマスターリース会社の間で、葵タワーについ
ては賃料固定型マスターリース契約、ミッドビルディング四日市、ロイヤルパークス千種、丸の内エンブルコート、エンブルエール草薙駅
前、エンブルエール草薙及び清水町配送・販売センターについてはパス・スルー型マスターリース契約が締結されており、セントレアロジス
ティクスセンターについては、信託受託者と本投資法人の間でパス・スルー型マスターリース契約が締結されています。また､いなべロジス
ティクスセンターについては､太陽光発電設備の設置を目的とした本物件の屋根部分等の賃貸に係る賃貸面積を含みません｡

(注3) ｢稼働率｣は、2024年１月31日現在における、各保有資産に係るテナントとの間で締結されている各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計
を各保有資産に係る建物の（ただし、底地物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積で除して得られた数値の小数第
２位を四捨五入して記載しています。

(注4) ｢対総賃貸事業収入比率｣は､小数第２位を四捨五入して記載しています｡
(注5) 賃借人からの開示の承諾が得られていないため､やむを得ない事情により非開示としています｡

3. 組入資産明細
　(1)不動産等組入資産明細

　2024年１月31日現在における本投資法人の保有する不動産等の概要は以下のとおりです｡

(注1) ｢所在地｣は､原則として住居表示を記載していますが､住居表示のない物件については建物又は土地の登記簿上表示されている建物所在地(複
数ある場合にはそのうちの一所在地)を記載しています｡

(注2) ｢信託受益権｣とは不動産を主な信託財産とする信託受益権を表しています｡
(注3) ｢期末算定価額｣は､期末を調査の時点として本投資法人の規約及び｢投資法人の計算に関する規則｣(平成18年内閣府令第47号｡その後の改正を

含みます｡)に基づき､不動産鑑定評価額又は不動産鑑定士による鑑定評価と同様の手法を用いて行われる価格調査による価格を記載していま
す｡

(注4) ｢帳簿価額｣は､記載未満の桁数を切り捨てて記載しています｡
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投資法人の運用資産の状況

資産の種類 用　途
(注1)

地　域
(注2)

前　期
2023年 7 月31日現在

当　期
2024年 1 月31日現在

保有総額
(百万円)(注3)

対総資産比率
(％)(注4)

保有総額
(百万円)(注3)

対総資産比率
(％)(注4)

不動産
産業インフラアセット

東海道地域 3,059 6.1 3,048 6.1
東海道周辺地域 － － － －

生活インフラアセット
東海道地域 1,172 2.3 1,163 2.3
東海道周辺地域 － － － －

不動産合計 4,231 8.5 4,211 8.5

信託不動産
産業インフラアセット

東海道地域 19,321 38.6 19,362 39.0
東海道周辺地域 － － － －

生活インフラアセット
東海道地域 22,734 45.4 22,707 45.8
東海道周辺地域 － － － －

信託不動産合計 42,056 84.0 42,070 84.8
投資有価証券 － － － －

預金等のその他資産 3,749 7.5 3,324 6.7
資産総額計 50,037 100.0 49,607 100.0

前　期
2023年 7 月31日現在

当　期
2024年 1 月31日現在

金　額
(百万円)(注1)

対総資産比率
(％)(注2)

金　額
(百万円)(注1)

対総資産比率
(％)(注2)

負債総額 25,000 50.0 24,567 49.5
純資産総額 25,036 50.0 25,039 50.5
資産総額 50,037 100.0 49,607 100.0

不動産等の名称
帳簿価額
(百万円)

(注1)

賃貸可能
面積
(㎡)
(注2)

賃貸面積
(㎡)
(注2)

稼働率
(％)
(注3)

対総賃貸
事業収入
比率(％)

(注4)

主たる用途

いなべロジスティクスセンター 6,262 105,914.86 105,914.86 100.0 非開示
(注5) 産業インフラアセット

松阪ロジスティクスセンター 721 3,014.40 3,014.40 100.0 非開示
(注5) 産業インフラアセット

セントレアロジスティクスセン
ター 10,885 63,719.56 63,299.08 99.3 23.2 産業インフラアセット

ミッドビルディング四日市 1,601 3,856.44 3,856.44 100.0 4.5 産業インフラアセット
葵タワー 2,326 2,858.50 2,858.50 100.0 5.4 産業インフラアセット

静岡マシンヤード(底地) 612 6,219.80 6,219.80 100.0 非開示
(注5) 産業インフラアセット

ロイヤルパークス千種 4,535 12,443.80 11,968.91 96.2 12.2 生活インフラアセット
丸の内エンブルコート 1,163 2,158.31 1,894.13 87.8 2.0 生活インフラアセット
エンブルエール草薙駅前 2,052 6,357.81 6,295.26 99.0 4.7 生活インフラアセット
エンブルエール草薙 777 2,908.12 2,908.12 100.0 2.1 生活インフラアセット
浜松プラザ(底地) 12,219 80,421.45 80,421.45 100.0 21.6 生活インフラアセット

清水町配送・販売センター 3,122 8,895.08 8,895.08 100.0 非開示
(注5) 生活インフラアセット

合　計 46,282 298,768.13 297,546.03 99.6 100.0

■投資法人の運用資産の状況
1. 本投資法人の資産の構成

(注1) ｢産業インフラアセット｣とは､物流施設及び産業・ビジネスの基盤として企業が活用する施設並びにこれらを使途とする底地をいい､｢生活イ
ンフラアセット｣とは､住居及びその底地並びに生活圏配送・販売を使途とする底地及びその他のアセットをいいます｡

(注2) ｢東海道地域｣とは､静岡を核とする産業地域(静岡県､愛知県及び三重県をいいます｡以下同じです｡)並びに東京都､神奈川県､岐阜県､滋賀県､京
都府及び大阪府をいいます｡
｢東海道周辺地域｣とは､千葉県､埼玉県､山梨県､長野県､兵庫県､奈良県及び和歌山県をいいます｡

(注3) ｢保有総額｣は､各期末日現在における貸借対照表計上額(不動産及び信託不動産については､減価償却後の帳簿価額)によっており､百万円未満を
切り捨てて記載しています｡

(注4) ｢対総資産比率｣については､総資産に対する各資産の保有総額の比率を表しており､小数第２位を四捨五入して記載しています｡

(注1) ｢負債総額｣､｢純資産総額｣及び｢資産総額｣の各金額は､各期末日現在における貸借対照表計上額によっており､百万円未満を切り捨てて記載し
ています｡

(注2) ｢対総資産比率｣については､小数第２位を四捨五入して記載しています｡

2. 主要な保有資産
　2024年１月31日現在における本投資法人の主要な保有資産の概要は以下のとおりです｡
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保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況

■保有不動産の資本的支出
1. 資本的支出の予定

　該当事項はありません｡

2. 期中の資本的支出
　該当事項はありません｡

3. 長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません｡

1. 運用等に係る費用明細 (単位：千円)

項　目
第4期

自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

第5期
自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

資産運用報酬(注) 97,776 99,137
資産保管手数料 1,578 1,990
一般事務委託手数料 10,319 14,949
役員報酬 2,400 2,400
その他費用 48,019 53,002

合　計 160,094 171,480

■費用・負債の状況

(注) 資産運用報酬には上記記載金額のほか､個々の運用資産等の帳簿価額に算入した物件等の取得に係る運用報酬分が第４期に120,200千円ありま
す。
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投資法人の運用資産の状況

不動産等の名称

第4期
自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

第5期
自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

テナント
総数

〈期末時点〉
(注1)

稼働率
〈期末時点〉

(％)
(注2)

不動産
賃貸事業

収益
〈期間中〉
(百万円)

(注3)

対総賃貸
事業

収入比率
(％)
(注4)

テナント
総数

〈期末時点〉
(注1)

稼働率
〈期末時点〉

(％)
(注2)

不動産
賃貸事業

収益
〈期間中〉
(百万円)

(注3)

対総賃貸
事業

収入比率
(％)
(注4)

いなべロジスティクスセンター 2 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 2 100.0 非開示

(注5)
非開示

(注5)

松阪ロジスティクスセンター 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示

(注5)
セントレアロジスティクスセン
ター 14 97.2 390 24.1 14 99.3 380 23.2

ミッドビルディング四日市 20 100.0 73 4.6 20 100.0 73 4.5
葵タワー 1 100.0 88 5.5 1 100.0 88 5.4

静岡マシンヤード(底地) 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示

(注5)

ロイヤルパークス千種 179 96.6 196 12.2 178 96.2 199 12.2
丸の内エンブルコート 62 93.8 32 2.0 58 87.8 32 2.0
エンブルエール草薙駅前 3 99.0 76 4.7 3 99.0 76 4.7
エンブルエール草薙 1 100.0 34 2.1 1 100.0 34 2.1
浜松プラザ(底地) 7 100.0 353 21.9 7 100.0 353 21.6

清水町配送・販売センター 1 100.0 非開示
(注5)

非開示
(注5) 1 100.0 非開示

(注5)
非開示

(注5)

合　計 292 99.2 1,616 100.0 287 99.6 1,640 100.0

　本投資法人の保有する不動産等の賃貸事業の概要は以下のとおりです。

(注1) ｢テナント総数｣は､各期末時点のデータに基づき記載しています｡｢テナント総数｣は､建物に係る賃貸借契約においては､住居系アセットに係る
賃貸借契約の賃借人について､同一の賃借人が複数の区画を賃借している場合には､区画ごとに１件として計算した数字を記載しています｡パ
ス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には､マスターリース会社と賃貸借契約を締結済みの転借人の数を記載しています｡し
たがって､同一の賃借人への賃貸区画を１件として計算すると､テナント数が少なくなる物件があります｡なお､マスターリース会社が転借人と
賃料固定型サブマスターリース契約による賃貸借契約を締結している場合には､その転借人の数を１件として記載しています｡また､｢テナント
総数｣の合計は､各物件のテナント数を単純合算した数値を記載しています｡なお､いなべロジスティクスセンターについては､太陽光発電設備
の設置を目的とした本物件の屋根部分等の賃貸に係るテナントを含みません｡

(注2) ｢稼働率｣は､2024年１月31日現在における、各保有資産に係るテナントとの間で締結されている各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計
を各保有資産に係る建物の（ただし、底地物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積で除して得られた数値の小数第
２位を四捨五入して記載しています。

(注3) ｢不動産賃貸事業収益｣は､記載未満の桁数を切り捨てて記載しています｡
(注4) ｢対総賃貸事業収入比率｣は､小数第２位を四捨五入して記載しています｡
(注5) 賃借人からの開示の承諾が得られていないため､やむを得ない事情により非開示としています｡

　(2)有価証券組入資産明細
　該当事項はありません｡

4. 再生可能エネルギー発電設備等明細表
　該当事項はありません｡

5. 公共施設等運営権等明細表
　該当事項はありません｡

6. 特定取引の契約額等及び時価の状況表
　該当事項はありません｡

7. その他資産の状況
　本投資法人の保有する不動産を信託する信託の受益権は､前記｢3．組入資産明細 (1)不動産等組入資産明細｣に
一括して記載しています｡

8. 国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について､該当事項はありません｡
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保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況

区

分
借入先 借入日

当期首
残高

(百万円)

当期末
残高

(百万円)
平均利率

(注1) 返済期限 返済方法 使途 摘　要

長
期
借
入
金

株式会社
みずほ銀行

2023年
6月1日

400 400

0.77006% 2028年
1月31日 期限一括 (注２) 無担保・無保証

株式会社
静岡銀行 400 400
株式会社
三井住友銀行 300 300
株式会社
三十三銀行 200 200
スルガ銀行
株式会社 200 200
株式会社
西日本シティ銀行 100 100
株式会社
山梨中央銀行 200 200
株式会社
りそな銀行 300 300
株式会社
SBI新生銀行 300 300
株式会社
三菱ＵＦＪ銀行 300 300
株式会社
みずほ銀行 2023年

6月23日
1,300 1,300

0.37331% 1025年
6月23日 期限一括 (注３) 無担保・無保証株式会社

静岡銀行 1,300 1,300
株式会社
みずほ銀行

2024年
1月31日

－ 685

0.58091% 2027年
1月31日 期限一括 (注３) 無担保・無保証

株式会社
静岡銀行 － 685
株式会社
三井住友銀行 － 680
株式会社
三十三銀行 － 450
株式会社
愛知銀行 － 300
スルガ銀行
株式会社 － 300
株式会社
西日本シティ銀行 － 300
株式会社
山梨中央銀行 － 300
株式会社
りそな銀行 － 300

小　計 22,900 22,900
合　計 23,400 22,900

(注1) 平均利率は､日数及び借入残高による期中の加重平均を記載しており､小数第６位を四捨五入しています｡
(注2) 資金使途は､不動産又は不動産信託受益権の購入代金及びその付随費用です｡
(注3) 資金使途は､借換資金です｡
(注4) 2023年11月30日付で期限前弁済をしています。
(注５) 2024年１月31日付で期限前弁済を一部実施しています。

3. 投資法人債
　該当事項はありません｡

4. 短期投資法人債
　該当事項はありません｡

5. 新投資口予約権
　該当事項はありません｡
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保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況

区

分
借入先 借入日

当期首
残高

(百万円)

当期末
残高

(百万円)
平均利率

(注1) 返済期限 返済方法 使途 摘　要

短
期
借
入
金

株式会社
みずほ銀行 2023年

2月2日
150 －

0.25322%
2024年
1月31日

(注４)
期限一括 (注２) 無担保・無保証株式会社

静岡銀行 150 －
株式会社
みずほ銀行 2023年

6月1日
100 －

0.25322%
2024年
5月31日

(注４)
期限一括 (注２) 無担保・無保証株式会社

静岡銀行 100 －

小　計 500 －

長
期
借
入
金

株式会社
みずほ銀行

2021年
6月23日

1,200 515

0.57331%
2024年
6月23日

(注５)
期限一括 (注２) 無担保・無保証

株式会社
静岡銀行 1,200 515
株式会社
三井住友銀行 1,150 470
株式会社
三十三銀行 750 300
株式会社
愛知銀行 500 200
スルガ銀行
株式会社 500 200
株式会社
西日本シティ銀行 500 200
株式会社
山梨中央銀行 500 200
株式会社
りそな銀行 500 200
株式会社
みずほ銀行

2021年
6月23日

800 800

0.76038% 2026年
6月23日 期限一括 (注２) 無担保・無保証

株式会社
静岡銀行 800 800
株式会社
三井住友銀行 750 750
株式会社
三十三銀行 750 750
株式会社
愛知銀行 500 500
スルガ銀行
株式会社 500 500
株式会社
西日本シティ銀行 500 500
株式会社
山梨中央銀行 500 500
株式会社
りそな銀行 500 500
株式会社
みずほ銀行

2023年
2月2日

700 700

0.77006% 2028年
1月31日 期限一括 (注２) 無担保・無保証

株式会社
静岡銀行 700 700
株式会社
三井住友銀行 700 700
株式会社
三十三銀行 300 300
スルガ銀行
株式会社 300 300
株式会社
西日本シティ銀行 200 200
株式会社
山梨中央銀行 300 300
株式会社
りそな銀行 600 600
株式会社
SBI新生銀行 700 700
株式会社
三菱ＵＦＪ銀行 700 700

2. 借入状況
　2024年１月31日現在における借入金の状況は以下のとおりです｡
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経理の状況、その他

■経理の状況
1. 資産､負債､元本及び損益の状況

　｢Ⅱ 貸借対照表｣､｢Ⅲ 損益計算書｣､｢Ⅳ 投資主資本等変動計算書｣､｢Ⅴ 注記表｣及び｢Ⅵ 金銭の分配に係る計算
書｣をご参照ください｡
　なお、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、注記表及び分配金に係る計算書の前期情報はご参
考であり、当期においては、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではありません。
　また、キャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に戻づく会計監査人の監査対象ではないため、会
計監査人の監査は受けておりません。

2. 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません｡

3. 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません｡

4. 自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません｡

承認日 項　目 概　要

2023年12月25日 ・第５期運用報酬に関する料率の設定
・東海道リート・マネジメント株式会社と2021年２月１日付で締結

された資産運用委託契約に規定する資産運用報酬の料率を設定しま
した｡

2024年１月17日 ・新投資口引受契約等の締結
・みずほ証券株式会社、大和証券株式会社、静銀ティーエム証券株式

会社、SMBC日興証券株式会社、岡三証券株式会社及び東海東京証
券株式会社に投資口の募集に関する一般事務を委託しました。

■その他
1. お知らせ

(1)投資主総会
　該当事項はありません。

(2)投資法人役員会
　当期において､本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等のうち主な概要は以下のとおりで
す｡

2. 海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません｡

3. 海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません｡

4. その他
　本書では､特に記載のない限り､記載未満の数値について､金額は切り捨て､比率は四捨五入により記載していま
す。
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期中の売買状況

区　分 支払手数料等総額(A) 利害関係人等との取引内訳 総額に対する割合(B/A)支払先 支払金額(B)
管理業務費 131,845千円 ヨシコン株式会社 17,058千円 12.94％

　　株式会社YCK 107,983千円 (修繕工事等)

　　ヨシコン株式会社 122,710千円 (賃料収入)

■期中の売買状況
1. 不動産等及び資産対応証券等､インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

　該当事項はありません。

2. その他の資産の売買状況等
　上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は､概ね銀行預金又は信託財産内の銀行預金です｡

3. 特定資産の価格等の調査
(1)不動産等
　　該当事項はありません。

(2)資産対応証券及びその他
　該当事項はありません。

4. 利害関係人等との取引状況
(1)取引状況
　該当事項はありません。

(2)支払手数料等の金額

(3)その他利害関係人等への主な支払金額

(4)賃貸取引等
　利害関係人等との賃貸取引は以下のとおりです｡

5. 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本資産運用会社は､2024年１月31日現在において金融商品取引法上の第一種金融商品取引業､第二種金融商品
取引業､宅地建物取引業及び不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず､該当する取引はありません｡
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貸借対照表

前　期(ご参考)
2023年 7 月31日

当　期
2024年 1 月31日

負債の部
流動負債

営業未払金 265,642 239,908
短期借入金 500,000 －
1年内返済予定の長期借入金 6,800,000 2,800,000
未払金 139,161 136,721
未払法人税等 678 914
未払消費税等 － 62,406
未払費用 8,548 7,090
前受金 230,488 212,637
預り金 609 942
流動負債合計 7,945,128 3,460,620

固定負債
長期借入金 16,100,000 20,100,000
預り敷金及び保証金 81,835 93,176
信託預り敷金及び保証金 873,960 914,033
固定負債合計 17,055,795 21,107,209

負債合計 25,000,924 24,567,829
純資産の部

投資主資本
出資総額 24,226,520 24,226,520
剰余金

当期未処分利益 810,466 812,717
剰余金合計 810,466 812,717

投資主資本合計 25,036,987 25,039,238
純資産合計 ※1　25,036,987 ※1　25,039,238

負債純資産合計 50,037,911 49,607,068

(単位：千円)
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貸借対照表

前　期(ご参考)
2023年 7 月31日

当　期
2024年 1 月31日

資産の部
流動資産

現金及び預金 943,046 826,640
信託現金及び信託預金 1,895,025 1,914,284
営業未収入金 84,706 61,955
前払費用 68,053 122,181
未収消費税等 342,447 －
その他 207 30
流動資産合計 3,333,487 2,925,091

固定資産
有形固定資産

建物 1,638,718 1,638,718
減価償却累計額 △72,766 △92,361
建物(純額) 1,565,951 1,546,356

構築物 65,164 65,164
減価償却累計額 △963 △1,519
構築物(純額) 64,200 63,644

工具､器具及び備品 1,404 1,404
減価償却累計額 △718 △871
工具､器具及び備品(純額) 686 532

土地 2,601,029 2,601,029
信託建物 11,768,451 11,927,396

減価償却累計額 △461,632 △604,756
信託建物(純額) 11,306,819 11,322,640

信託構築物 313,829 319,889
減価償却累計額 △16,202 △21,602
信託構築物(純額) 297,626 298,287

信託工具､器具及び備品 45,023 46,525
減価償却累計額 △6,995 △10,825
信託工具､器具及び備品(純額) 38,028 35,699

信託土地 28,337,115 28,337,341
有形固定資産合計 44,211,457 44,205,531

無形固定資産
信託借地権 2,076,544 2,076,544
無形固定資産合計 2,076,544 2,076,544

投資その他の資産
投資有価証券 － －
長期前払費用 83,617 71,037
差入敷金及び保証金 313,063 313,063
繰延税金資産 11 14
投資その他の資産合計 396,692 384,115

固定資産合計 46,684,694 46,666,191
繰延資産

投資口交付費 19,730 15,784
繰延資産合計 19,730 15,784

資産合計 50,037,911 49,607,068

Ⅱ 貸借対照表
(単位：千円)
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投資主資本等変動計算書

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本

合計当期未処分利益 剰余金合計

当期首残高 17,028,560 567,799 567,799 17,596,359 17,596,359

当期変動額

新投資口の発行 7,197,960 － － 7,197,960 7,197,960

剰余金の配当 － △567,704 △567,704 △567,704 △567,704

当期純利益 － 810,372 810,372 810,372 810,372

当期変動額合計 7,197,960 242,667 242,667 7,440,628 7,440,628

当期末残高 ※1  24,226,520 810,466 810,466 25,036,987 25,036,987

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本

合計当期未処分利益 剰余金合計

当期首残高 24,226,520 810,466 810,466 25,036,987 25,036,987

当期変動額

新投資口の発行 － － － － －

剰余金の配当 － △810,435 △810,435 △810,435 △810,435

当期純利益 － 812,685 812,685 812,685 812,685

当期変動額合計 － 2,250 2,250 2,250 2,250

当期末残高 ※1  24,226,520 812,717 812,717 25,039,238 25,039,238

Ⅳ 投資主資本等変動計算書
前期 自 2023年2月1日　至 2023年7月31日(ご参考)

(単位：千円)

当期 自 2023年8月1日　至 2024年1月31日
(単位：千円)
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損益計算書

前　期(ご参考)
自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

当　期
自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

営業収益
賃貸事業収入 ※1　1,578,160 ※1　1,608,200
その他賃貸事業収入 ※1　38,351 ※1　32,368
受取配当金 452 －
営業収益合計 1,616,964 1,640,569

営業費用
賃貸事業費用 ※1　489,947 ※1　519,762
資産運用報酬 97,776 99,137
資産保管手数料 1,578 1,990
一般事務委託手数料 10,319 14,949
役員報酬 2,400 2,400
会計監査人報酬 7,275 7,695
その他営業費用 40,744 45,307
営業費用合計 650,041 691,243

営業利益 966,923 949,325
営業外収益

受取利息 10 13
還付加算金 107 194
営業外収益合計 117 207

営業外費用
支払利息 67,977 77,098
融資関連費用 83,890 54,889
投資口交付費償却 3,946 3,946
営業外費用合計 155,814 135,934

経常利益 811,225 813,599
税引前当期純利益 811,225 813,599
法人税､住民税及び事業税 851 916
法人税等調整額 1 △3
法人税等合計 853 913
当期純利益 810,372 812,685
前期繰越利益 94 31
当期未処分利益 810,466 812,717

Ⅲ 損益計算書
(単位：千円)
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

4. 収益及び費用の計上基準 (1) 収益に関する計上基準
　本投資法人と顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する時
点）は以下のとおりです。

　①不動産等の売却
　　不動産等の売却については、不動産売却に

係る契約に定められた引渡義務を履行するこ
とにより、顧客である買主が当該不動産等の
支配を獲得した時点で収益計上を行っていま
す。

　②水道光熱費収入
　　水道光熱費収入については、不動産等の賃

貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。水道光熱
費収入のうち、本投資法人が代理人に該当す
ると判断したものについては、他の当事者が
供給する電気、水道等の料金として収受する
額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額を収益として認識しています。

(2)固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税､都市計画税
及び償却資産税等については､賦課決定され
た税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています｡
　なお､不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い､本投資法人が負担
すべき取得日を含む年度の固定資産税等相当
額については､費用に計上せず､当該不動産等
の取得原価に算入しています｡当期において､
不動産等の取得原価に算入した固定資産税等
相当額は､95,666千円です｡

(1) 収益に関する計上基準
　本投資法人と顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する時
点）は以下のとおりです。

　①不動産等の売却
　　不動産等の売却については、不動産売却に

係る契約に定められた引渡義務を履行するこ
とにより、顧客である買主が当該不動産等の
支配を獲得した時点で収益計上を行っていま
す。

　②水道光熱費収入
　　水道光熱費収入については、不動産等の賃

貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。水道光熱
費収入のうち、本投資法人が代理人に該当す
ると判断したものについては、他の当事者が
供給する電気、水道等の料金として収受する
額から当該他の当事者に支払う額を控除した
純額を収益として認識しています。

(2)固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税､都市計画税
及び償却資産税等については､賦課決定され
た税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています｡
　なお､不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い､本投資法人が負担
すべき取得日を含む年度の固定資産税等相当
額については､費用に計上せず､当該不動産等
の取得原価に算入しています｡当期において､
不動産等の取得原価に参入した固定資産税等
相当額はありません。
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

1. 資産の評価基準及び評価方
法

有価証券
　その他有価証券
　　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法

　なお、匿名組合出資持分については、匿名
組合の損益の純額に対する持分相当額を取り
込む方法を採用しています。

有価証券
　その他有価証券
　　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法

　なお、匿名組合出資持分については、匿名
組合の損益の純額に対する持分相当額を取り
込む方法を採用しています。

2. 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産(信託財産を含む)
　定額法を採用しています｡
　なお､主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです｡

建物　　　　　　　 8年～65年
構築物　　　　　　 9年～65年
工具､器具及び備品　3年～6年

(2) 長期前払費用
　定額法を採用しています｡

(1) 有形固定資産(信託財産を含む)
　定額法を採用しています｡
　なお､主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです｡

建物　　　　　　　 8年～65年
構築物　　　　　　 9年～65年
工具､器具及び備品　3年～6年

(2) 長期前払費用
　定額法を採用しています｡

3. 繰延資産の処理方法 投資口交付費
　３年間で定額法により償却しています。

投資口交付費
　３年間で定額法により償却しています。

Ⅴ 注記表
(継続企業の前提に関する注記)
　該当事項はありません｡

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳
(単位：千円) (単位：千円)

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入

賃料収入 1,236,483 1,267,381
地代収入 216,591 216,591
共益費収入 58,834 57,501
付帯施設収入 66,251 66,726

賃貸事業収入合計 1,578,160 1,608,200
その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 31,949 26,504
その他賃貸収入 6,402 5,863

その他賃貸事業収入合計 38,351 32,368
不動産賃貸事業収益合計 1,616,512 1,640,569

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用

外注委託費 85,058 82,684
プロパティ・マネジメント報酬 26,904 49,566
水道光熱費 49,636 44,410
支払地代 28,866 28,878
租税公課 93,438 93,360
修繕費 14,164 20,004
損害保険料 9,937 10,681
信託報酬 3,854 4,130
減価償却費 162,829 172,658
その他賃貸事業費用 15,255 13,388

不動産賃貸事業費用合計 489,947 519,762
C. 不動産賃貸事業損益(A－B) 1,126,564 1,120,806

(損益計算書に関する注記)
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

5. その他計算書類作成のため
の基本となる重要な事項

(1) 不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託
受益権については､信託財産内の全ての資産
及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て
の収益及び費用勘定について､貸借対照表及
び損益計算書の該当勘定科目に計上してい
ます｡
　なお､該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については､貸
借対照表において区分掲記しています｡

①信託現金及び信託預金
②信託建物､信託構築物､信託工具､器具及

び備品､信託土地､信託借地権
③信託預り敷金及び保証金

(2) 控除対象外消費税等の処理方法
　固定資産等に係る控除対象外消費税等は
個々の資産の取得原価に算入しています｡

(1) 不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託
受益権については､信託財産内の全ての資産
及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て
の収益及び費用勘定について､貸借対照表及
び損益計算書の該当勘定科目に計上してい
ます｡
　なお､該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については､貸
借対照表において区分掲記しています｡

①信託現金及び信託預金
②信託建物､信託構築物､信託工具､器具及

び備品､信託土地､信託借地権
③信託預り敷金及び保証金

(2) 控除対象外消費税等の処理方法
　固定資産等に係る控除対象外消費税等は
個々の資産の取得原価に算入しています｡

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

減損損失 該当なし 該当なし

有形固定資産 44,211,457千円 44,205,531千円

無形固定資産 2,076,544千円 2,076,544千円

前　期(ご参考)
2023年 7 月31日

当　期
2024年 1 月31日

※1. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める
最低純資産額

50,000千円 50,000千円

(重要な会計上の見積りに関する注記)

[固定資産の評価]
①当期の財務諸表に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　本投資法人は､固定資産の減損に係る会計基準に従い､収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場
合､固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額する会計処理を適用しています｡
　会計処理の適用に当たっては､本投資法人が保有する各物件を一つの資産グループとし､継続的な営業赤字､市
場価格の著しい下落､経営環境の著しい悪化等によって減損の兆候があると認められる場合に減損損失の認識の
要否を判定しています｡
　減損損失を認識するかどうかの検討には将来キャッシュ・フローの見積金額を用い､減損損失の認識が必要と
判断された場合には､帳簿価額を回収可能価額まで減額し､当該減少額を減損損失として計上します｡
　将来キャッシュ・フローの算定に当たっては､その前提となる賃料､稼働率､賃貸事業費用等について､市場の動
向､類似不動産の取引事例等を総合的に勘案の上決定します｡

(貸借対照表に関する注記)
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注記表

前　期(ご参考)
2023年 7 月31日

当　期
2024年 1 月31日

　該当事項はありません｡ 　該当事項はありません｡

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

(金融商品に関する注記)
前期(自 2023年２月１日　至 2023年７月31日)(ご参考)
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は､資産の取得､修繕又は有利子負債の返済等に充当する資金を､主として金融機関からの借入
れ､又は新投資口の発行により調達しています｡
　有利子負債の調達においては､金利の動向､資金調達コスト､支払金利の形態(変動又は固定金利)､借入期
間､借入れの返済期日等を考慮し行います｡
　借入れを実施する場合､借入先は金融商品取引法第２条第３項第１号に規定する適格機関投資家(ただし､
租税特別措置法第67条の15に規定する機関投資家に限ります｡)に限るものとし､無担保・無保証を原則と
しますが､調達環境や経済条件等を考慮し本投資法人の資産を担保として提供することがあります｡また､資
産の取得又は敷金及び保証金の返還等に係る本投資法人の運用に係る必要資金の機動的な調達を目的とし
て､極度借入枠設定契約､コミットメントライン契約等の事前の借入枠の設定又は随時の借入れの予約契約
を締結することがあります｡
　加えて､長期的かつ安定的な成長を目指し､金融環境､本投資法人の資本構成や既存投資主への影響等を総
合的に考慮し､投資口の希薄化に配慮しつつ､投資口の追加発行を行います｡
　また､一時的な余剰資金の効率的な運用に資するため､各種の預金等で運用することがあります｡
　本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的としてデリバ
ティブ取引を行うことがあります｡なお､当期においてデリバティブ取引は行っていません｡

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金については､資産の取得､修繕費の支払・資本的支出､分配金の支払い､本投資法人の運営に要する
資金又は債務の返済(敷金及び保証金の返還並びに借入金の債務の返済を含みます｡)等を使途とした資金調
達です｡借入金は弁済期日における流動性リスクに晒されていますが､本投資法人の資産総額のうち借入金
が占める割合(以下｢LTV｣といいます｡)について金利水準及びその今後の見通し､金融環境､本投資法人の運
用の効率性・安定性等を勘案して決定すること､返済期限を分散化させること､流動性の高い現預金を一定
程度保有することで流動性リスクを限定・管理しています｡

　また､変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されていますが､金利の動向に注視し必要に応じて固定
金利への借り換え及びデリバティブ取引によるヘッジを検討する体制としています｡

　テナントから預かった敷金及び保証金は､テナントの預り金であり､契約満了前の退去による流動性リス
クに晒されています｡当該リスクに関しては､不動産信託受益権の場合は信託勘定内､不動産､不動産の賃借
権及び地上権の場合は銀行普通預金口座又は銀行定期預金に一部を積み立てること､テナントの入退去予定
を適切に把握することやヒストリカルデータの蓄積により資金需要を予想することで安全性を確保するこ
ととしています｡

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため､異なる前提条件等を用いた場
合､当該価額が異なる場合もあります｡
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口
発行済投資口の総口数 242,500口 242,500口

前　期(ご参考)
2023年 7 月31日

当　期
2024年 1 月31日

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円) (単位：千円)

(繰延税金資産)
未払事業税損金不算入額 11 14
繰延税金資産合計 11 14
(繰延税金資産の純額) 11 14

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
(単位：％) (単位：％)

法定実効税率 31.46 31.46
(調整)
支払分配金の損金算入額 △31.43 △31.42
その他 0.07 0.07
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.11 0.11

(投資主資本等変動計算書に関する注記)

(税効果会計に関する注記)
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注記表

当期(自 2023年８月１日　至 2024年１月31日)
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は､資産の取得､修繕又は有利子負債の返済等に充当する資金を､主として金融機関からの借入
れ､又は新投資口の発行により調達しています｡
　有利子負債の調達においては､金利の動向､資金調達コスト､支払金利の形態(変動又は固定金利)､借入期
間､借入れの返済期日等を考慮し行います｡
　借入れを実施する場合､借入先は金融商品取引法第２条第３項第１号に規定する適格機関投資家(ただし､
租税特別措置法第67条の15に規定する機関投資家に限ります｡)に限るものとし､無担保・無保証を原則と
しますが､調達環境や経済条件等を考慮し本投資法人の資産を担保として提供することがあります｡また､資
産の取得又は敷金及び保証金の返還等に係る本投資法人の運用に係る必要資金の機動的な調達を目的とし
て､極度借入枠設定契約､コミットメントライン契約等の事前の借入枠の設定又は随時の借入れの予約契約
を締結することがあります｡
　加えて､長期的かつ安定的な成長を目指し､金融環境､本投資法人の資本構成や既存投資主への影響等を総
合的に考慮し､投資口の希薄化に配慮しつつ､投資口の追加発行を行います｡
　また､一時的な余剰資金の効率的な運用に資するため､各種の預金等で運用することがあります｡
　本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的としてデリバ
ティブ取引を行うことがあります｡なお､当期においてデリバティブ取引は行っていません｡

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金については､資産の取得､修繕費の支払・資本的支出､分配金の支払い､本投資法人の運営に要する
資金又は債務の返済(敷金及び保証金の返還並びに借入金の債務の返済を含みます｡)等を使途とした資金調
達です｡借入金は弁済期日における流動性リスクに晒されていますが､本投資法人の資産総額のうち借入金
が占める割合(以下｢LTV｣といいます｡)について金利水準及びその今後の見通し､金融環境､本投資法人の運
用の効率性・安定性等を勘案して決定すること､返済期限を分散化させること､流動性の高い現預金を一定
程度保有することで流動性リスクを限定・管理しています｡

　また､変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されていますが､金利の動向に注視し必要に応じて固定
金利への借り換え及びデリバティブ取引によるヘッジを検討する体制としています｡

　テナントから預かった敷金及び保証金は､テナントの預り金であり､契約満了前の退去による流動性リス
クに晒されています｡当該リスクに関しては､不動産信託受益権の場合は信託勘定内､不動産､不動産の賃借
権及び地上権の場合は銀行普通預金口座又は銀行定期預金に一部を積み立てること､テナントの入退去予定
を適切に把握することやヒストリカルデータの蓄積により資金需要を予想することで安全性を確保するこ
ととしています｡

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため､異なる前提条件等を用いた場
合､当該価額が異なる場合もあります｡

2. 金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額､時価及びこれらの差額については､次のとおりです｡
　なお、「現金及び預金」、及び「信託現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しています。また、「預り敷金及び保証金」及び「信託預り敷金及
び保証金」は重要性が乏しいため、記載を省略しています。
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注記表

貸借対照表計上額 時価(注1) 差　額

(1)１年内返済予定の長期借入金 6,800,000 6,800,000 －

(2)長期借入金 16,100,000 16,098,698 △1,301

負債合計 22,900,000 22,898,698 △1,301

前期(2023年７月31日) (単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 6,800,000 － － － － －

長期借入金 － 2,600,000 5,600,000 － 7,900,000 －

合　計 6,800,000 2,600,000 5,600,000 － 7,900,000 －

2. 金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額､時価及びこれらの差額については､次のとおりです｡
　なお、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」及び「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。また、「預り敷金及び保証金」及び
「信託預り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、記載を省略しています。

前期(2023年７月31日)
(単位：千円)

(注1) 金融商品の時価の算定方法
(1)１年内返済予定の長期借入金､(2)長期借入金

これらの時価については､元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって
います｡なお､変動金利によるものは､短期間で市場金利を反映するため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっていま
す｡

(注2) 借入金の決算日後の返済予定額
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注記表

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口等の
所有(被所有)

割合(％)
取引の内容

取引金額
(千円)

(注1)(注2)

科　目
期末残高
(千円)

(注1)(注2)

資産運用会社の
利害関係人等(注3)

ヨシコン
株式会社 不動産業 (被所有)

9.0

不動産信託
受益権の取得 3,100,000 － －

不動産業務
管理費の支払 15,246 営業未払金 3,304

不動産の賃貸 163,200 営業未収入金 57,420
資産運用会社の
利害関係人等(注3) 株式会社YCK 建設業 － 修繕工事等 13,100 営業未払金 14,410

資産運用会社の
利害関係人等 合同会社尾張2 特別目的会社 － 不動産信託

受益権の取得 10,470,000 － －

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口等の
所有(被所有)

割合(％)
取引の内容

取引金額
(千円)

(注1)(注2)

科　目
期末残高
(千円)

(注1)(注2)

資産運用会社の
利害関係人等(注3)

ヨシコン
株式会社 不動産業 (被所有)

9.0

不動産業務
管理費の支払 17,058 営業未払金 3,092

不動産の賃貸 122,710 営業未収入金 16,169

資産運用会社の
利害関係人等(注3) 株式会社YCK 建設業 － 修繕工事等 107,983 営業未払金 42,350

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

1口当たり純資産額 103,245円
1口当たり当期純利益 3,341円
　1口当たり当期純利益は､当期純利益を期間の日数による加重
平均投資口数(242,500口)で除することにより算定しています｡
　潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については､潜在投資
口がないため記載していません｡

1口当たり純資産額 103,254円
1口当たり当期純利益 3,351円
　1口当たり当期純利益は､当期純利益を期間の日数による加重
平均投資口数(242,500口)で除することにより算定しています｡
　潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については､潜在投資
口がないため記載していません｡

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

当期純利益 (千円) 810,372 812,685

普通投資主に帰属しない金額 (千円) － －

普通投資口に係る当期純利益 (千円) 810,372 812,685

期中平均投資口数 (口) 242,500 242,500

(関連当事者との取引に関する注記)
　前期(自 2023年２月１日　至 2023年７月31日)(ご参考)

(注1) 開示対象となる関連当事者との取引のうち､重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています｡
(注2) 上記金額のうち､取引金額には消費税額は含まれていませんが､期末残高には含まれています｡なお､千円未満を切り捨てて記載しています｡
(注3) 取引条件については､市場の実勢に基づいて決定しています。

　当期(自 2023年８月１日　至 2024年１月31日)

(注1) 開示対象となる関連当事者との取引のうち､重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています｡
(注2) 上記金額のうち､取引金額には消費税額は含まれていませんが､期末残高には含まれています｡なお､千円未満を切り捨てて記載しています｡
(注3) 取引条件については､市場の実勢に基づいて決定しています。

(1口当たり情報に関する注記)

(注)1口当たり当期純利益の算定上の基礎は､以下のとおりです｡
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注記表

貸借対照表計上額 時価(注1) 差　額

(1)１年内返済予定の長期借入金 2,800,000 2,800,000 －

(2)長期借入金 20,100,000 20,097,463 △2,536

負債合計 22,900,000 22,897,463 △2,536

当期(2024年１月31日) (単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 2,800,000 － － － － －

長期借入金 － 2,600,000 9,600,000 7,900,000 － －

合　計 2,800,000 2,600,000 9,600,000 7,900,000 － －

貸借対照表計上額(注1) 当期末時価
(注3)当期首残高 当期増減額(注2) 当期末残高

32,296,723 13,991,278 46,288,001 49,460,000

貸借対照表計上額(注1)
当期末時価

(注3)当期首残高 当期増減額(注2) 当期末残高

46,288,001 △5,925 46,282,076 49,374,000

当期(2024年１月31日)
(単位：千円)

(注1) 金融商品の時価の算定方法
(1)1年内返済予定の長期借入金､(2)長期借入金

これらの時価については､元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって
います｡なお､変動金利によるものは､短期間で市場金利を反映するため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっていま
す｡

(注2) 借入金の決算日後の返済予定額

(賃貸等不動産に関する注記)
　前期(自 2023年２月１日　至 2023年７月31日)(ご参考)
　本投資法人では､東海道地域において産業インフラアセット（物流施設及び産業・ビジネスの基盤として企業が
活用する施設並びにこれらを使途とする底地をいいます。）等の賃貸用の不動産を保有しています｡これら賃貸等
不動産に係る貸借対照表計上額､当期増減額及び当期末時価は､以下のとおりです｡

(単位：千円)

(注1) 貸借対照表計上額は､取得原価(取得に伴う付帯費用を含みます｡)から減価償却累計額を控除した金額です｡
(注2) 当期増減額のうち､主な増加額は、セントレアロジスティクスセンター(10,833,758千円)及び清水町配送・販売センター(3,133,541千円)の

取得によるものであり、主な減少額は減価償却費(162,829千円)によるものです｡
(注3) 当期末時価は､本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき､不動産鑑定士によ

る鑑定評価額又は調査価額を記載しています｡

　なお､賃貸等不動産に関する損益については､｢損益計算書に関する注記｣に記載のとおりです｡

　当期(自 2023年８月１日　至 2024年１月31日)
　本投資法人では､東海道地域において産業インフラアセット（物流施設及び産業・ビジネスの基盤として企業が
活用する施設並びにこれらを使途とする底地をいいます。）等の賃貸用の不動産を保有しています｡これら賃貸等
不動産に係る貸借対照表計上額､当期増減額及び当期末時価は､以下のとおりです｡

(単位：千円)

(注1) 貸借対照表計上額は､取得原価(取得に伴う付帯費用を含みます｡)から減価償却累計額を控除した金額です｡
(注2) 当期増減額のうち､主な増加額は、セントレアロジスティクスセンターの南ランプウェイ鉄部塗装補修工事(51,020千円)ならびに入退室管理

設備更新工事(37,403千円)、浜松プラザ(底地)の屋上防水改修工事(41,790千円)、いなべロジスティクスセンターのエレベーター改修工事
(12,226千円)、及びミットビルディング四日市の7・8階共有部空調機(P-MAC)更新工事(4,954千円)によるものであり、主な減少額は減価償
却費(172,658千円)によるものです｡

(注3) 当期末時価は､本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき､不動産鑑定士によ
る鑑定評価額又は調査価額を記載しています｡

　なお､賃貸等不動産に関する損益については､｢損益計算書に関する注記｣に記載のとおりです｡
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注記表

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

　　　(単位：千円)

顧客との契約か
ら 生 じ る 収 益
（注）

外部顧客への売
上高

不動産売却収入 － －

水道光熱費収入 31,949 31,949

そ の 他 － 1,585,015

合 計 31,949 1,616,964

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入
等及び日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した
不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等
の譲渡は収益認識会計基準の適用外となるため、上記金額には含めていません。な
お、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入で
す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情
報

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載のとおりで
す。
３．当営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するため

の情報
　①契約資産及び契約負債の残高等
　　該当事項はありません。
　②残存履行義務に配分した取引価格
　　該当事項はありません。
　なお、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した
部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直接対応する
対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認
識会計基準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有して
いる金額で収益を認識しています。従って、収益認識会計基準第
80－22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引
価格の注記には含めていません。

　　　(単位：千円)

顧客との契約か
ら 生 じ る 収 益
（注）

外部顧客への売
上高

不動産売却収入 － －

水道光熱費収入 26,504 26,504

そ の 他 － 1,614,064

合 計 26,504 1,640,568

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入
等及び日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した
不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等
の譲渡は収益認識会計基準の適用外となるため、上記金額には含めていません。な
お、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入で
す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情
報

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載のとおりで
す。
３．当営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するため

の情報
　①契約資産及び契約負債の残高等
　　該当事項はありません。
　②残存履行義務に配分した取引価格
　　該当事項はありません。
　なお、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した
部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直接対応する
対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認
識会計基準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有して
いる金額で収益を認識しています。従って、収益認識会計基準第
80－22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引
価格の注記には含めていません。

(収益認識に関する注記)
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注記表

（１）発行新投資口数 35,900口
（２）発行価格 １口当たり121,546円
（３）発行価格の総額 4,363,501,400円
（４）発行価額 １口当たり116,933円
（５）発行価額の総額 4,197,894,700円
（６）払込期日 2024年２月１日

物件番号 物件名称 所在地 取得価格(百万円)
 (注１)

鑑定評価額(百万円)
 (注２)

IL-2 各務原インダストリアルセンター（底地） 岐阜県各務原市 1,688 1,800
RE-5 ソシオ安城東栄町B棟 愛知県安城市 683 778
RE-6 プレミアムキャッスル小牧中央 愛知県小牧市 500 520
RE-7 プレミアムキャッスル豊山 愛知県西春日井郡 510 553
RE-8 ソシオ刈谷今岡町 愛知県刈谷市 1,134 1,180
RE-9 プレミアムキャッスル三河安城 愛知県安城市 510 524
RE-10 プレミアムキャッスル鳴海 愛知県名古屋市 655 716
RE-11 プレミアムキャッスル有松 愛知県名古屋市 565 586
RE-12 プレミアムキャッスル鶴舞 愛知県名古屋市 1,020 1,130
RE-13 プレミアムキャッスル瑠璃光イースト・ウエスト 愛知県名古屋市 544 625

合計 7,809 8,412

区分
(注１) 借入先 借入金額

(百万円)
利率(%)

(注２) 借入日 返済期限 返済方法 摘要

長期
借入金

㈱みずほ銀行・㈱静岡銀行をリード
アレンジャーとする協調融資団(注４) 2,800 0.50 2024年６月23日 2027年６月23日

期限一括弁済
無担保

・
無保証

短期
借入金 ㈱みずほ銀行・㈱静岡銀行 200 0.20 2024年２月２日 2025年１月31日

長期
借入金

㈱みずほ銀行・㈱静岡銀行をリード
アレンジャーとする協調融資団(注５) 1,900 0.50 2024年２月２日 2027年１月31日

長期
借入金

㈱みずほ銀行・㈱静岡銀行をリード
アレンジャーとする協調融資団(注６) 2,300 0.55 2024年２月２日 2027年６月23日

(重要な後発事象に関する注記)
　前期（自 2023年２月１日　至 2023年７月31日）（ご参考）
　　該当事項はありません。

　当時（自 2023年８月１日　至 2024年１月31日）
(Ａ)新投資口の発行
　本投資法人は2024年１月17日及び2024年１月25日開催の投資法人役員会の決議を経て、以下の条件にて新
投資口の発行を行い、2024年２月１日に払込が完了しました。この結果、本投資法人の出資総額は28,424百
万円、発行済投資口の総口数は278,400口となりました。
　＜公募による新投資口発行＞

(Ｂ)資産の取得
　本投資法人は、2024年２月２日付で下記の国内現物不動産及び不動産信託受益権を取得しました。

（注１）「取得価格」は、上記資産に係る売買契約に記載された不動産信託受益権の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費
用は含みません。）を百万円未満を切り捨てて記載しています。

（注２）「鑑定評価額」は、2023年11月30日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。なお、上記10物件の
鑑定評価については、株式会社谷澤総合鑑定所、日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社立地評価研究所に委託しています。

(Ｃ)資金の借入れ及び借入金の弁済
　本投資法人は、前記「（Ｂ）資産の取得」に記載の「各務原インダストリアルセンター（底地）」他計10物
件の取得資金に充当するため、以下の資金の借入れ（総額4,400百万円）を2024年２月２日に実行し、2024
年６月23日に返済期限が到来するシリーズ1-Bの返済資金（2,800百万円）に充当するため、以下の資金の借入
れ（総額2,800百万円）の実行を2024年６月23日に予定しています。

（注１）「短期借入金」とは、借入実行日から返済期限までが１年以内の借入れをいい、「長期借入金」とは、借入実行日から返済期限までが１年超
の借入れをいいます。以下同じです。

（注２）各利払日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、直前の利払日(初回の利息計算期間については借入実行日)の２営業日前に決定し
ます。全銀協日本円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ(www.jbatibor.or.jp/rate/)でご確認いただけ
ます。

（注３）当該日が営業日以外の日に該当する場合には、翌営業日とし、かかる営業日が翌月となる場合には、直前の営業日とします。
（注４）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三十三銀行、株式会社愛知銀行、スルガ銀行株

式会社、株式会社西日本シティ銀行、株式会社山梨中央銀行及び株式会社りそな銀行により構成されています。
（注５）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、株式会社りそな銀行、株式会社SBI新生銀行、株式会社三菱UFJ銀行及び株式会社

関西みらい銀行により構成されています。
（注６）協調融資団は、株式会社みずほ銀行、株式会社静岡銀行、スルガ銀行株式会社、株式会社りそな銀行、株式会社SBI新生銀行、株式会社三菱

UFJ銀行及び株式会社関西みらい銀行により構成されています。
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独立監査人の監査報告書

Ⅶ 独立監査人の監査報告書
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金銭の分配に係る計算書

前　期(ご参考)
自 2023年 2 月 1 日
至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日
至 2024年 1 月31日

Ⅰ. 当期未処分利益 810,466,709円 812,717,588円

Ⅱ. 分配金の額 810,435,000円 812,617,500円

(投資口１口当たり分配金の額) (3,342円) (3,351円)

Ⅲ. 次期繰越利益 31,709円 100,088円

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第25条第１項に定める
金銭の分配の方針に従い､分配金の額は利益
の金額を限度とし､租税特別措置法第67条の
15に規定されている本投資法人の配当可能
利益の額の100分の90に相当する金額を超
えるものとしています｡かかる方針により､当
期未処分利益を超えない額で発行済投資口の
総口数242,500口の整数倍の最大値となる
810,435,000円を利益分配金として分配す
ることとしました｡
　なお､本投資法人の規約第25条第２項に定
める利益を超えた金銭の分配は行いません｡

　本投資法人の規約第25条第１項に定める金
銭の分配の方針に従い､分配金の額は利益の
金額を限度とし､租税特別措置法第67条の15
に規定されている本投資法人の配当可能利益
の額の100分の90に相当する金額を超えるも
のとしています｡かかる方針により､当期未処
分利益を超えない額で発行済投資口の総口数
242,500 口 の 整 数 倍 の 最 大 値 と な る
812,617,500円を利益分配金として分配す
ることとしました｡
　なお､本投資法人の規約第25条第２項に定
める利益を超えた金銭の分配は行いません｡

Ⅵ 金銭の分配に係る計算書
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独立監査人の監査報告書
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独立監査人の監査報告書
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キャッシュ･フロー計算書（参考情報）

前　期
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は､手許現金及び信託現金､
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり､かつ､価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています｡

　キャッシュ・フロー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は､手許現金及び信託現金､
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり､かつ､価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています｡

前　期
自 2023年 2 月 1 日　至 2023年 7 月31日

当　期
自 2023年 8 月 1 日　至 2024年 1 月31日

(2023年７月31日)
現金及び預金 943,046
信託現金及び信託預金 1,895,025
現金及び現金同等物 2,838,071

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

(単位：千円)

　

(2024年１月31日)
現金及び預金 826,640
信託現金及び信託預金 1,914,284
現金及び現金同等物 2,740,924

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

(単位：千円)

　

(重要な会計方針に関する注記)(ご参考)

(キャッシュ・フロー計算書に関する注記)(ご参考)
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キャッシュ･フロー計算書（参考情報）

前　期
自　2023年 2 月 1 日
至　2023年 7 月31日

当　期
自　2023年 8 月 1 日
至　2024年 1 月31日

営業活動によるキャッシュ･フロー
税引前当期純利益 811,225 813,599
減価償却費 162,829 172,658
投資口交付費償却 3,946 3,946
受取利息 △10 △13
支払利息 67,977 77,098
営業未収入金の増減額(△は増加) △42,819 22,750
前払費用の増減額(△は増加) △21,366 △54,127

　未収消費税等の増減額(△は増加) △281,202 342,447
長期前払費用の増減額(△は増加) △37,504 12,580
営業未払金の増減額(△は減少) 132,740 △25,935
未払金の増減額(△は減少) 50,671 △3,386
未払消費税等の増減額(△は減少) △6,886 62,406
前受金の増減額(△は減少) 71,640 △17,851
預り金の増減額(△は減少) △391 333
その他 1,375 △106
小計 912,226 1,406,399
利息の受取額 10 13
利息の支払額 △69,020 △78,556
法人税等の支払額 △265 △500
営業活動によるキャッシュ・フロー 842,951 1,327,355

投資活動によるキャッシュ･フロー
有形固定資産の取得による支出 △7,982 －
信託有形固定資産の取得による支出 △14,145,948 △166,531
投資有価証券の償還による収入 101,260 －
預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 1,208 △793
預り敷金及び保証金の受入による収入 13,254 12,134
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △20,038 △4,914
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 288,411 45,090
投資活動によるキャッシュ･フロー △13,772,251 △115,014

財務活動によるキャッシュ･フロー
短期借入れによる収入 500,000 －
短期借入金の返済による支出 △750,000 △500,000
長期借入れによる収入 10,500,000 4,000,000
長期借入金の返済による支出 △3,200,000 △4,000,000
投資口の発行による収入 7,197,960 －
投資口交付費の支出 △23,676 －
分配金の支払額 △567,735 △809,488
財務活動によるキャッシュ･フロー 13,656,548 △1,309,488

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 727,247 △97,146
現金及び現金同等物の期首残高 2,110,823 2,838,071
現金及び現金同等物の期末残高 ※1　2,838,071 ※1　2,740,924

Ⅷ キャッシュ･フロー計算書(ご参考)
(単位：千円)

(注)キャッシュ・フロー計算書は､｢財務諸表等の用語､様式及び作成方法に関する規則｣(昭和38年大蔵省令第59号)に基づき作成し､参考情報として添
付しています｡このキャッシュ・フロー計算書は､｢投資信託及び投資法人に関する法律｣第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではない
ため､会計監査人の監査は受けていません｡
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投資主インフォメーション

1月期決算月

1月期決算発表 7月期決算発表

7月期決算月1月期分配金支払開始
1月期資産運用報告発送

7月期分配金支払開始
7月期資産運用報告発送

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

東海道リート投資法人では、ホームページを通じ
て、最新情報、決算情報や予想分配金の情報など
様々な情報を公開しています。また、スマートフォ
ンからもご覧いただけます。

分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行又は郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただく
ことでお受取りいただけます。

https://www.tokaido-reit.co.jp/

■ 分配金のお受取りについて

■  住所、氏名、分配金のお受取方法等の変更手続きについて
▶口座を開設されている証券会社へご連絡ください。
▶�証券会社に口座を開設されていない場合やその他お問い合わせは、�
みずほ信託銀行株式会社�証券代行部（0120-288-324）までご連絡ください。

ホームページのご案内

IRカレンダー

投資主メモ

投資主の構成

投資口価格の推移

金融機関
68,439口（28.2%）

所有者別投資口数の割合（242,500口）

所有者別投資主数の割合（13,046名）

証券会社11,416口（4.7%）

その他国内法人
44,503口（18.3%）

外国法人等11,299口（4.6%）

個人・その他
106,843口（44.0%）

金融機関25名（0.1%）
証券会社23名（0.1%）

その他国内法人246名（1.8%）
外国法人等78名（0.5%）

個人・その他
12,674名（97.1%）

（円） （口）
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2021年
6月22日

出来高（右軸）投資口価格（左軸） 東証REIT指数（左軸）
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決 算 期 日 毎年1月末日・7月末日
分配金支払確定基準日 毎年1月末日・7月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払いします。）
上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード：2989）
投 資 主 総 会 原則として、2年に1回以上開催
公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞
投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号　みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目3番3号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
■郵便物送付先
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
■電話お問い合わせ先
0120-288-324（平日9：00～17：00）

※�「東証REIT指数」は、2021年6月22日の東証REIT指数の終値を同日の本投資法人の投資口価格の終値105,000円と同数値と仮定して、同日以降の推移を
記載しています。

受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、みずほ信託銀行株式会社�証券
代行部へご郵送いただくか、同行の本支店窓口にてお受取りください（ご郵送先等については、「投資主
メモ」をご参照ください。）。
分配金は本投資法人の規約により、分配金支払い開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなく
なりますので、お早めにお受取りください。

■ 投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届けいただく必要がござ
います。

法令に定められたとおり、支払調書には投資主様の
マイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

証券口座にて投資口を管理されている投資主様
お取引の証券会社までお問い合わせください。

証券会社とのお取引がない投資主様
下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
みずほ信託銀行株式会社�証券代行部

0120-288-324

投資口関係業務における
マイナンバーの利用

支払調書 ＊分配金に関する支払調書
（平日9：00～17：00）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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